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住宅確保要配慮者等に関する実態調査結果について 
 

１.調査概要 （２頁） 

（１） 調査の目的 

（２） 調査対象者 

（３） 調査の方法 

（４） 調査期間 

（５） 回収率 

（６） 調査項目 

（７） 調査機関 

 

２.調査結果の概要と考察 （３頁～７頁） 

（１） 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の現状について 

（２） 人権問題の現状について 

 

３.調査結果 （８頁～１９頁） 

（１） 賃貸住宅オーナーの実態 

（２） 不動産事業者の実態 
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１．調査概要 

（１） 調査の目的 

   「山口県居住支援協議会」は、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等    

  について協議・検討し、山口県における福祉の向上と豊かで住みやすい地域づくりの推進を 

  目的とし、平成２７年７月１４日に設立しました。 

   本調査は、住宅確保要配慮者の入居制限の実態について把握し、山口県居住支援協議会 

  のこれまでの取組みの効果の検証及び今後の課題把握を目的とし実施しました。 

 

（２） 調査対象者 

    【賃貸住宅オーナー】 

    山口県賃貸住宅経営者協会、山口中央賃貸住宅経営者協会の会員及び 

    山口県居住支援協議会の協力会員である不動産事業者（協力会員） 

    【不動産事業者】 

    一般社団法人山口県宅地建物取引業協会及び公益社団法人全日本不動産協会の会員 

  

（３） 調査の方法 

    山口県居住支援協議会ホームページ上のアンケートフォームにおいて実施 

 

（４） 調査期間 

    令和２年１１月１日（日）～令和２年１２月１５日（火） 

 

（５） 回収率 

   【賃貸住宅オーナー】 回収率１２．５％ （回答数 ４０／アンケート配布数 ３２０） 

【不動産事業者】   回収率 ８．９％ （回答数 ８４／アンケート配布数 ９４７） 

※集計データについて 

回答比率はすべてパーセントで表し，小数点第二位以下を四捨五入して算出している 

（合計が 100％にならない場合がある）。 

 

（６）調査項目 

   【賃貸住宅オーナー】 

    １．賃貸住宅の該当する地域について 

    ２．住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の現状について 

   【不動産事業者】 

    １．業務概要について 

    ２．住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の現状について 

    ３．中古住宅の流通について 

    ４．人権問題について 

 

（７）調査機関 

    山口県居住支援協議会   

山口県土木建築部住宅課 
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２．調査結果の概要と考察 

（１） 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の現状について 

 

【属性別：入居制限の状況と支障となる原因】 

（入居制限回答数）今回 n=40  前回 n=98～100 

世帯属性 

入居制限の状況 

（制限割合） 入居制限の理由（複数回答） 

今回 R2.12 前回 H28.2 上位３項目 

単身の高齢者世帯※１ 7.5% 21.2% 家賃の支払いに対する不安 
住宅の使用方法に対する 

不安 

居室内での死亡事故等 

に対する不安 

高齢者のみの世帯※２ 10.0% 19.0% 家賃の支払いに対する不安 
住宅の使用方法に対する 

不安 

居室内での死亡事故等 

に対する不安 

障がい者のいる世帯 15.0% 18.2% 家賃の支払いに対する不安 
住宅の使用方法に対する 

不安 

身体上の特性等に住宅が 

適合しない 

小さい子供のいる世帯※３ 7.5% 10.1% 
住宅の使用方法に対する 

不安 

他入居者等との協調性に 

対する不安 

身体上の特性等に住宅が 

適合しない 

ひとり親世帯※４ 5.0% 9.1% 
住宅の使用方法に対する 

不安 

身体上の特性等に住宅が 

適合しない 
－ 

外国人世帯 27.5% 39.0% 
住宅の使用方法に対する 

不安 

習慣・言葉が異なることへ

の不安 

他入居者等との協調性に 

対する不安 

生活保護受給者世帯 10.0% 26.5% 
住宅の使用方法に対する 

不安 
家賃の支払いに対する不安 

入居者以外の者の 

出入りへの不安 

※1（６５歳以上）  ※2（夫婦等・６５歳以上） ※3（～６歳の未就学児を養育） ※4（～１８歳の高校生までの子どもを養育） 

 

【属性別：必要な解決策】 

１位…●、２位…◎、３位…○ n=40 

世帯属性 

必要な居住支援策（複数回答） 

家賃債務保

証（連帯保

証） 

身元保証

（緊急時対

応等） 

生活支援 

生活指導 

見守り（訪

問、安否確

認） 

金銭・ 

財産管理 

家財・ 

遺品整理 
葬儀代行 

少額短期保険

（原状回復・

遺品整理等費

用の補償等） 

第三者によ

る退去時の

立会 

身体上の特

性等に適合

する住宅の

増加・斡旋 

単身の高齢者世帯※１ 
● 

77.5% 

● 

77.5% 
7.5% 

○ 

50.0% 
0.0% 22.5% 15.0% 12.5% 10.0% 2.5% 

高齢者のみの世帯※２ 
◎ 

65.0% 

● 

77.5% 
25.0% 

○ 

42.5% 
0.0% 22.5% 7.5% 15.0% 10.0% 2.5% 

障がい者のいる世帯 
● 

75.0% 

◎ 

65.0% 

○ 

42.5% 
27.5% 12.5% 5.0% 0.0% 10.0% 10.0% 22.5% 

小さい子供のいる世帯 

※３ 
● 

82.5% 

◎ 

55.0% 

○ 

30.0% 
20.0% 2.5% 0.0% 0.0% 25.0% 20.0% 5.0% 

ひとり親世帯※４ 
● 

87.5% 

◎ 

67.5% 

○ 

35.0% 
12.5% 2.5% 0.0% 0.0% 17.5% 17.5% 2.5% 

外国人世帯 
● 

87.5% 

◎ 

85.0% 

○ 

27.5% 
15.0% 5.0% 0.0% 0.0% 22.5% 15.0% 2.5% 

生活保護受給者世帯 
● 

85.0% 

◎ 

70.0% 

○ 

32.5% 
17.5% 5.0% 5.0% 2.5% 20.0% 15.0% 0.0% 

※1（６５歳以上）  ※2（夫婦等・６５歳以上） ※3（～６歳の未就学児を養育） ※4（～１８歳の高校生までの子どもを養育） 

賃貸住宅オーナー向け 
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【世帯別：入居の条件および連帯保証人、緊急連絡先を求めている人数】 

入居条件 n=36～38 求めている人数 n=10～23 

世帯属性 

連帯保証人を求めている 緊急連絡先を求めている 
保証会社を 

求めている 

残置物保証人 

を求めている 

個別のケース 

により対応 
割合 

求める人数 

１人 

求める人数 

２人 
割合 

求める人数 

１人 

求める人数 

２人 

一般の世帯 50.0% 94.7% 5.3% 28.9% 81.8% 9.1% 78.9% 7.9% 23.7% 

単身の高齢者世帯※１ 57.9% 90.9% 9.1% 39.5% 100.0% 0.0% 65.8% 10.5% 26.3% 

高齢者のみの世帯※２ 57.9% 90.9% 9.1% 36.8% 100.0% 0.0% 65.8% 7.9% 26.3% 

障がい者のいる世帯 60.5% 91.3% 8.7% 34.2% 100.0% 0.0% 65.8% 2.6% 26.3% 

小さい子供のいる世帯

※３ 
57.9% 90.9% 9.1% 26.3% 100.0% 0.0% 65.8% 5.3% 26.3% 

ひとり親世帯※４ 60.5% 95.7% 4.3% 26.3% 100.0% 0.0% 68.4% 7.9% 26.3% 

外国人世帯 61.1% 90.9% 9.1% 36.1% 100.0% 0.0% 72.2% 8.3% 25.0% 

生活保護受給者世帯 59.5% 86.4% 13.6% 35.1% 92.3% 7.7% 70.3% 8.1% 27.0% 

※1（６５歳以上）  ※2（夫婦等・６５歳以上） ※3（～６歳の未就学児を養育） ※4（～１８歳の高校生までの子どもを養育 

 

 

 

  

【属性別：入居制限の状況と支障となる原因】 

（入居制限回答数）今回 n=84  前回 n=165～168 

世帯属性 
入居制限の状況 

（制限割合） 入居制限の理由（複数回答） 

今回 R2.12 前回 H28.2 上位３項目 

単身の高齢者世帯※１ 15.5% 21.4% 家賃の支払いに対する不安 
居室内での死亡事故等 

に対する不安 

住宅の使用方法に対する 

不安 

高齢者のみの世帯※２ 7.1% 14.5% 家賃の支払いに対する不安 
居室内での死亡事故等 

に対する不安 

住宅の使用方法に対する 

不安 

障がい者のいる世帯 13.1% 19.0% 
住宅の使用方法に対する 

不安 

身体上の特性等に住宅が 

適合しない 

他入居者等との協調性に 

対する不安 

小さい子供のいる世帯※３ 1.2% 7.7% 
住宅の使用方法に対する 

不安 

他入居者等との協調性に 

対する不安 
－ 

ひとり親世帯※４ 3.6% 6.5% 
住宅の使用方法に対する 

不安 
－ － 

外国人世帯 27.4% 42.2% 
住宅の使用方法に対す 

る不安 

習慣・言葉が異なること 

への不安 

他入居者等との協調性に 

対する不安 

生活保護受給者世帯 16.7% 28.3% 家賃の支払いに対する不安 
住宅の使用方法に対する 

不安 

他入居者等との協調性に 

対する不安 

※1（６５歳以上）  ※2（夫婦等・６５歳以上） ※3（～６歳の未就学児を養育） ※4（～１８歳の高校生までの子どもを養育） 

不動産事業者向け 
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【属性別：必要な解決策】 

１位…●、２位…◎、３位…○ n=84 

世帯属性 

必要な居住支援策（複数回答） 

家賃債務

保証（連

帯保証） 

身元保証

（緊急時対

応等） 

生活支援 

生活指導 

見守り（訪

問、安否確

認） 

金銭・ 

財産管理 

家財・ 

遺品整理 
葬儀代行 

少額短期保

険（原状回

復・遺品整

理等費用の

補償等） 

第三者に

よる退去

時の立会 

身体上の特

性等に適合

する住宅の

増加・斡旋 

単身の高齢者世帯※１ 
◎ 

72.6% 

● 

86.9% 
14.3% 

○ 

41.7% 
7.1% 17.9% 6.0% 15.5% 9.5% 4.8% 

高齢者のみの世帯※２ 
◎ 

76.2% 

● 

86.9% 
13.1% 

○ 

39.3% 
6.0% 11.9% 4.8% 17.9% 8.3% 6.0% 

障がい者のいる世帯 
◎ 

58.3% 

● 

84.5% 

○ 

38.1% 
32.1% 4.8% 7.1% 1.2% 9.5% 6.0% 14.3% 

小さい子供のいる世帯 

※３ 
● 

78.6% 

◎ 

58.3% 

○ 

29.8% 
15.5% 0.0% 1.2% 0.0% 25.0% 2.4% 4.8% 

ひとり親世帯※４ 
● 

89.3% 

◎ 

67.9% 

○ 

34.5% 
14.3% 0.0% 1.2% 0.0% 17.9% 3.6% 2.4% 

外国人世帯 
◎ 

89.3% 

● 

90.5% 

○ 

27.4% 
10.7% 0.0% 2.4% 0.0% 17.9% 21.4% 2.4% 

生活保護受給者世帯 
◎ 

83.3% 

● 

86.9% 

○ 

25.0% 
16.7% 6.0% 6.0% 2.4% 21.4% 9.5% 3.6% 

※1（６５歳以上）  ※2（夫婦等・６５歳以上） ※3（～６歳の未就学児を養育） ※4（～１８歳の高校生までの子どもを養育） 

 

 

【世帯別：入居の条件および連帯保証人、緊急連絡先を求めている人数】 

入居条件 n=84 求めている人数 n=30～45 

世帯属性 

連帯保証人を求めている 緊急連絡先を求めている 
保証会社を

求めている 

残置物保証人 

を求めている 

個別のケース 

により対応 
割合 

求める人数 

１人 

求める人数 

２人 
割合 

求める人数 

１人 

求める人数 

２人 

一般の世帯 42.9% 86.1% 13.9% 51.2% 97.7% 2.3% 67.9% 3.6% 19.0% 

単身の高齢者世帯※１ 48.8% 90.2% 9.8% 52.4% 95.5% 4.5% 66.7% 7.1% 29.8% 

高齢者のみの世帯※２ 47.6% 95.0% 5.0% 53.6% 95.6% 4.4% 64.3% 9.5% 28.6% 

障がい者のいる世帯 41.7% 97.1% 2.9% 50.0% 100.0% 0.0% 61.9% 6.0% 34.5% 

小さい子供のいる世帯

※３ 
35.7% 96.7% 3.3% 45.2% 100.0% 0.0% 66.7% 3.6% 27.4% 

ひとり親世帯※４ 38.1% 96.9% 3.1% 46.4% 100.0% 0.0% 64.3% 3.6% 25.0% 

外国人世帯 42.9% 94.4% 5.6% 44.0% 97.3% 2.7% 59.5% 6.0% 35.7% 

生活保護受給者世帯 40.5% 91.2% 8.8% 41.7% 97.1% 2.9% 58.3% 6.0% 39.3% 

※1（６５歳以上）  ※2（夫婦等・６５歳以上） ※3（～６歳の未就学児を養育） ※4（～１８歳の高校生までの子どもを養育 
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＜考察＞ 

平成２８年に実施した実態調査と比較して、入居制限の割合は減少しているものの、現状も住宅

確保要配慮者に対して入居制限の実態がある結果となった。 

入居制限している理由としては、「家賃の支払いに対する不安」及び「住宅の使用方法に対する

不安」が高い割合となり、特に「住宅の使用方法に対する不安」は、全ての世帯属性において上位

３位以内に入る結果となった。 

また、入居制限の支障となる原因への対応策としては、世帯の属性に関係なく、「家賃債務保証」

や「身元保証」の割合が他の項目と比べてひときわ高く、次いで「生活支援・生活指導」や「見守

り」の割合が高かった。 

さらに入居の条件は、各世帯の属性ともに「保証会社を求めている」が最も多く、連帯保証人

や緊急連絡先に求めている人数は、ほぼ「１人」であった。 

このことから、賃貸住宅オーナー及び不動産事業者は、入居後に生じる可能性があるトラブル等

への不安感から入居を制限しており、不安感の解消や軽減につながる対応策が求められる結果とな

った。住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居を促進するためには、受け入れる側の不安感を軽

減していくことが不可欠であり、引き続き支援サービス等に関する情報提供や相談体制の構築にむ

けた検討等を継続していくことが必要である。 

 

 

 

 （２） 人権問題の現状について 

 

①研修について 

人権問題に関する研修については、２回から４回の受講が 33.3％と、最も多いが、1回も受講し

ていない割合が 26.2％となっている。 

▼人権問題に関する研修を受けたことがあるか 

無 １回 ２～４回 ５回以上 

26.2% 17.9% 33.3% 22.6% 

 

②問合せの実態について 

消費者や同業者から問合せを受けたことがある業者は、合計で、在日外国人に関するものが、

22.7％、同和地区に関するものが、16.7％ある。 

▼「在日外国人の方が多く住んでいますか」との問合せについて 

お客さんから 同業者から お客・同業者いずれも 受けたことがない 

17.9% 1.2% 3.6% 77.4% 

▼「同和地区がありますか」との問合せについて 

お客さんから 同業者から お客・同業者いずれも 受けたことがない 

13.1% 0.0% 3.6% 83.3% 
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③問合せや教示について 

消費者からの問合せが、差別や偏見につながるという回答は、41.7％である一方で、一概には言

えないという回答は 56.0％であった。また、教示することについては、偏見や差別につながるとい

う回答は、一概にはいえないと同率の 47.6％であった。 

▼在日外国人や同和地区に関する問合せについて 

偏見や差別につながる 偏見や差別につながらない 一概にはいえない 

41.7% 2.4% 56.0% 

▼在日外国人や同和地区を教示することについて 

偏見や差別につながる 偏見や差別につながらない 一概にはいえない 

47.6% 4.8% 47.6% 

 

④取引について 

問合せに回答した結果、又は回答しなかった事が原因で取引が不調になったかについては、なっ

たことはないが 72.6％であった。また、価格に影響を及ぼしたかについては、影響はないが 46.4％

であった一方で、わからないが 39.3％であった。 

▼問合せに回答した結果、又は回答しなかったことが原因で取引が不調になったか 

なったことはない 話題になったが支障はない ある 

72.6% 21.4% 6.0% 

▼問合せに回答した結果、又は回答しなかったことが原因で取引価格に影響を及ぼしたか 

大いにある 多少ある ない わからない 

0% 14.3% 46.4% 39.3% 

 

⑤問合せへの回答の説明事項への該当について 

問合せへの回答が説明事項に該当しないという回答が、75.0％と最も高いが、わからないという

回答も 23.8％あった。 

▼在日外国人や同和地区についての問合せに回答することが説明事項に該当するか 

該当する 該当するとは思わない わからない 

1.2% 75.0% 23.8% 

 

＜考察＞ 

在日外国人や同和地区に関する問合せを受けたことがある業者が、それぞれ 22.7％、16.7％ある

中で、問合せが偏見や差別につながるという回答は、41.7％、教示が偏見や差別につながるという

回答は 47.6％、説明事項に該当しないという回答は 75.0％となっている。また、人権に関する研

修の未受講は 26.2％となっている。 

このことから、引き続き人権研修をより一層充実していくなど、正しい理解と普及啓発を図って

いくことが必要である。 
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92.5%

90.0%

85.0%

92.5%

95.0%

72.5%

90.0%

7.5%

10.0%

15.0%

7.5%

5.0%

27.5%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単身の高齢者世帯（65歳以上）

高齢者のみの世帯（夫婦等・65歳以上）

障がい者のいる世帯

小さい子供のいる世帯

（～６歳の未就学児を養育）

ひとり親世帯

（～18歳の高校生までの子どもを養育）

外国人世帯

生活保護受給者世帯

     入居制限していない    入居制限している  
（単数回答：ｎ=40）  

66.7%

66.7%

0.0%

0.0%

0.0%

66.7%

0.0%

0.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身の高齢者世帯（65歳以上）

３．調査結果 

（１）賃貸住宅オーナーの実態 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の現状について 

< 世帯別： 制限について> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

< 世帯別： 制限をしている理由 > 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50.0%

50.0%

0.0%

25.0%

0.0%

50.0%

0.0%

25.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者のみの世帯（夫婦等・65歳以上）

50.0%

50.0%

0.0%

0.0%

16.7%

33.3%

0.0%

50.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障がい者のいる世帯

0.0%

66.7%

0.0%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

33.3%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小さい子供のいる世帯（～６歳の未就学児を養育）

４．習慣・言葉が異なることへの不安 

１．家賃の支払いに対する不安 

２．住宅の使用方法に対する不安 

５．他の入居者・近隣住民との協調性に対する不安 

６．居室内での死亡事故等に対する不安 

３．入居者以外の者の出入りへの不安 ７．生活サイクルが異なることへの不安 

８．住宅確保要配慮者の身体上の特性等に住宅が適合しない 

（ｎ=3）  （ｎ=4）  

（ｎ=6）  
（ｎ=3）  
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< 別の窓口（支援先）を紹介している ／ していない  > 

 

 

 

 

  

紹介していない 

100％ 
（単数回答：ｎ=12）  

４．習慣・言葉が異なることへの不安 

１．家賃の支払いに対する不安 

２．住宅の使用方法に対する不安 

５．他の入居者・近隣住民との協調性に対する不安 

６．居室内での死亡事故等に対する不安 

３．入居者以外の者の出入りへの不安 ７．生活サイクルが異なることへの不安 

８．住宅確保要配慮者の身体上の特性等に住宅が適合しない 

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり親世帯（～18歳の高校生までの子どもを養育）

45.5%

54.5%

18.2%

54.5%

54.5%

0.0%

27.3%

0.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人世帯

75.0%

100.0%

50.0%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活保護受給者世帯

（ｎ=3）  
（ｎ=11）  

（ｎ=3）  
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＜ 世帯別：住宅確保要配慮者の入居の支障となる原因 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65.0%

77.5%

25.0%

42.5%

0.0%

22.5%

7.5%

15.0%

10.0%

2.5%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者のみの世帯（夫婦等・65歳以上）

75.0%

65.0%
42.5%

27.5%
12.5%

5.0%

0.0%

10.0%

10.0%

22.5%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障がい者のいる世帯

82.5%

55.0%

30.0%

20.0%
2.5%

0.0%

0.0%

25.0%

20.0%

5.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小さい子供のいる世帯（～６歳の未就学児を養育）

87.5%

67.5%
35.0%

12.5%

2.5%

0.0%

0.0%

17.5%

17.5%

2.5%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり親世帯（～18歳の高校生までの子どもを養育）

87.5%

85.0%

27.5%

15.0%
5.0%

0.0%

0.0%

22.5%

15.0%

2.5%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人世帯

85.0%

70.0%
32.5%

17.5%
5.0%

5.0%

2.5%

20.0%

15.0%

0.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活保護受給者世帯

１．家賃債務保証（連帯保証） 

２．身元保証（入院時対応・緊急時対応） 

３．生活支援（家事・買物代行等）、生活指導 

４．見守り（訪問や設備機器による安否確認） 

５．金銭・財産管理（成年後見人制度の活用等） 

６．家財・遺品整理 

７．葬儀代行 

８．少額短期保険（原状回復費用・遺品整理費用の補償等） 

９．第三者による退去時の立会 

１０．住宅確保要配慮者の身体上の特性等に適合する住宅の増加、あっせん 

（ｎ=40）  

77.5%
77.5%

7.5%

50.0%
0.0%

22.5%

15.0%

12.5%

10.0%

2.5%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身の高齢者世帯（65歳以上）
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＜ 世帯別：入居の条件および連帯保証人、緊急連絡先に求めている人数  ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 94.7% 81.8% 

2人 5.3% 9.1% 

3 人以上 0% 9.1% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 90.9% 100% 

2人 9.1% 0% 

3 人以上 0% 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 90.9% 100% 

2人 9.1% 0% 

3 人以上 0% 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 91.3% 100% 

2人 8.7% 0% 

3 人以上 0% 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 90.9% 100% 

2人 9.1% 0% 

3 人以上 0% 0% 

50.0%

78.9%

28.9%

7.9%

23.7%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般の世帯

57.9%

65.8%

39.5%

10.5%

26.3%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身の高齢者世帯（65歳以上）

57.9%

65.8%

36.8%

7.9%

26.3%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者のみの世帯（夫婦等・65歳以上）

60.5%

65.8%

34.2%

2.6%

26.3%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障がい者のいる世帯

57.9%

65.8%

26.3%

5.3%

26.3%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小さい子供のいる世帯（～６歳の未就学児を養育）

１．連帯保証人を求めている 

２．保証会社を求めている 

４．残置物保証人を求めている 

３．緊急連絡先を求めている 

５．個別のケースにより対応している 

（ｎ=38）  

（ｎ=38）  

（ｎ=38）  

（ｎ=38）  

（ｎ=38）  

（ｎ=19） （ｎ=11） 

 

） 

（ｎ=22） （ｎ=15） 

（ｎ=22） （ｎ=14） 

（ｎ=23） （ｎ=13） 

（ｎ=22） （ｎ=10） 
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人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 95.7% 100% 

2人 4.3% 0% 

3 人以上 0% 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 90.9% 100% 

2人 9.1% 0% 

3 人以上 0% 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 86.4% 92.3% 

2人 13.6% 7.7% 

3 人以上 0% 0% 

60.5%

68.4%

26.3%

7.9%

26.3%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり親世帯（～18歳の高校生までの子どもを養育）

１．連帯保証人を求めている 

２．保証会社を求めている 

４．残置物保証人を求めている 

３．緊急連絡先を求めている 

５．個別のケースにより対応している 

61.1%

72.2%

36.1%

8.3%

25.0%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人世帯

59.5%

70.3%

35.1%

8.1%

27.0%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活保護受給者世帯

（ｎ=38）  

（ｎ=36）  

（ｎ=37）  

（ｎ=23） （ｎ=10） 

（ｎ=23） （ｎ=13） 

（ｎ=22） （ｎ=13） 
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84.5%

92.9%

86.9%

98.8%

96.4%

72.6%

83.3%

15.5%

7.1%

13.1%

1.2%

3.6%

27.4%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単身の高齢者世帯（65歳以上）

高齢者のみの世帯（夫婦等・65歳以上）

障がい者のいる世帯

小さい子供のいる世帯

（～６歳の未就学児を養育）

ひとり親世帯

（～１８歳の高校生までの子どもを養育）

外国人世帯

生活保護受給者世帯

   入居制限していない    入居制限している  
（単数回答：ｎ=84）  

（２）不動産事業者の実態 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の現状について 

< 世帯別： 制限について> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

< 世帯別： 制限をしている理由 > 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．習慣・言葉が異なることへの不安 

１．家賃の支払いに対する不安 

２．住宅の使用方法に対する不安 

５．他の入居者・近隣住民との協調性に対する不安 

６．居室内での死亡事故等に対する不安 

３．入居者以外の者の出入りへの不安 ７．生活サイクルが異なることへの不安 

８．住宅確保要配慮者の身体上の特性等に住宅が適合しない 

69.2%

38.5%

0.0%

15.4%

7.7%

69.2%

0.0%

7.7%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身の高齢者世帯（65歳以上）

66.7%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

66.7%

0.0%

0.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者のみの世帯（夫婦等・65歳以上）

0.0%

100.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小さい子供のいる世帯（～６歳の未就学児を養育）

18.2%

90.9%

0.0%

0.0%

36.4%

27.3%

9.1%

45.5%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障がい者のいる世帯

（ｎ=13）  （ｎ=6）  

（ｎ=11）  
（ｎ=1）  
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< 別の窓口（支援先）を紹介している ／ していない  > 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

43.5%

69.6%

8.7%

60.9%

47.8%

0.0%

4.3%

0.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人世帯

0.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり親世帯（～１８歳の高校生までの子どもを養育）

４．習慣・言葉が異なることへの不安 

１．家賃の支払いに対する不安 

２．住宅の使用方法に対する不安 

５．他の入居者・近隣住民との協調性に対する不安 

６．居室内での死亡事故等に対する不安 

３．入居者以外の者の出入りへの不安 ７．生活サイクルが異なることへの不安 

８．住宅確保要配慮者の身体上の特性等に住宅が適合しない 

92.9%

50.0%

0.0%

0.0%

42.9%

7.1%

0.0%

0.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活保護受給者世帯

11.1%

88.9%

紹介してない 

紹介している 

（ｎ=3）  （ｎ=23）  

（ｎ=14）  

（単数回答：ｎ=18）  
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＜ 世帯別：住宅確保要配慮者の入居の支障となる原因 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

72.6%

86.9%

14.3%

41.7%

7.1%

17.9%

6.0%

15.5%

9.5%

4.8%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身の高齢者世帯（６５歳以上）

76.2%

86.9%

13.1%

39.3%

6.0%

11.9%

4.8%

17.9%

8.3%

6.0%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者のみの世帯（夫婦・６５歳以上）

58.3%

84.5%

38.1%

32.1%

4.8%

7.1%

1.2%

9.5%

6.0%

14.3%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障がい者のいる世帯

78.6%

58.3%

29.8%

15.5%

0.0%

1.2%

0.0%

25.0%

2.4%

4.8%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小さい子供のいる世帯（～６歳の未就学児を養育）

89.3%

90.5%

27.4%

10.7%

0.0%

2.4%

0.0%

17.9%

21.4%

2.4%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人世帯

83.3%

86.9%

25.0%

16.7%

6.0%

6.0%

2.4%

21.4%

9.5%

3.6%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生活保護受給者世帯

89.3%

67.9%

34.5%

14.3%

0.0%

1.2%

0.0%

17.9%

3.6%

2.4%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり親世帯（～１８歳の高校生までの子どもを養育）

１．家賃債務保証（連帯保証） 

２．身元保証（入院時対応・緊急時対応） 

３．生活支援（家事・買物代行等）、生活指導 

４．見守り（訪問や設備機器による安否確認） 

５．金銭・財産管理（成年後見人制度の活用等） 

６．家財・遺品整理 

７．葬儀代行 

８．少額短期保険（原状回復費用・遺品整理費用の補償等） 

９．第三者による退去時の立会 

１０．住宅確保要配慮者の身体上野特性等に適合する住宅の増加、あっせん 

（ｎ=84）  
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＜ 世帯別：入居の条件および連帯保証人、緊急連絡先に求めている人数  ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 86.1% 97.7% 

2人 13.9% 2.3% 

3人以上 0% 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 90.2% 95.5% 

2人 9.8% 4.5% 

3人以上 0 % 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 95% 95.6% 

2人 5% 4.4% 

3人以上 0% 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 97.1% 100% 

2人 2.9% 0% 

3人以上 0% 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 96.7% 100% 

2人 3.3% 0% 

3人以上 0% 0% 

１．連帯保証人を求めている 

２．保証会社を求めている 

４．残置物保証人を求めている 

３．緊急連絡先を求めている 

５．個別のケースにより対応している 

42.9%

67.9%

51.2%

3.6%

19.0%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般の世帯

48.8%

66.7%

52.4%

7.1%

29.8%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身の高齢者世帯（６５歳以上）

47.6%

64.3%

53.6%

9.5%

28.6%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者のみの世帯（夫婦等・６５歳以上）

41.7%

61.9%

50.0%

6.0%

34.5%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障がい者のいる世帯

35.7%

66.7%

45.2%

3.6%

27.4%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小さい子供のいる世帯（～６歳の未就学児を養育）

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

（ｎ=30） （ｎ=38） 

（ｎ=35） （ｎ=42） 

（ｎ=40） （ｎ=45） 

（ｎ=41） （ｎ=44） 

（ｎ=36） （ｎ=43） 
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人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 96.9% 100% 

2人 3.1% 0% 

3人以上 0% 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 94.4% 97.3% 

2人 5.6% 2.7% 

3人以上 0% 0% 

人数 連帯保証人 緊急連絡先 

1人 91.2% 97.1% 

2人 8.8% 2.9% 

3人以上 0% 0% 

１．連帯保証人を求めている 

２．保証会社を求めている 

４．残置物保証人を求めている 

３．緊急連絡先を求めている 

５．個別のケースにより対応している 

38.1%

64.3%

46.4%

3.6%

25.0%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり親世帯（～１８歳の高校生までの子どもを養育）

42.9%

59.5%

44.0%

6.0%

35.7%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人世帯

40.5%

58.3%

41.7%

6.0%

39.3%

1

2

3

4

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活保護受給者世帯

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

（ｎ=34） （ｎ=35） 

（ｎ=36） （ｎ=37） 

（ｎ=32） （ｎ=39） 
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人権問題について 

 

１．人権問題に関する研修を受けたことがありますか（社員を含む）

 

 

２． 取引物件が所在する地域に「在日外国人の方が多く住んでいますか」との問合せについて 

 

 

３． 取引物件が所在する地域に「同和地区がありますか」との問合せについて 

 

 

４． 取引物件に関して、お客さんや同業者が、上記２又は３のようなことを問い合わせることについて 

 

 

 

26.2%

17.9%

33.3%

22.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無

１回

２～４回

５回以上

17.9%

1.2%

3.6%

77.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

お客さんから問い合わせがあった

同業者から問い合わせがあった

お客さんからも同業者からも問い合わせがあった

問い合わせを受けたことがない

13.1%

0%

3.6%

83.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

お客さんから問い合わせがあった

同業者から問い合わせがあった

お客さんからも同業者からも問い合わせがあった

問い合わせを受けたことがない

41.7%

2.4%

56.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

偏見や差別につながると思う

特に、偏見や差別につながるとは思わない

偏見や差別かどうか一概にはいえない

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  
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５． 取引物件に関して、お客さんや同業者に、上記２又は３のようなことを教示することについて 

 

 

６． 上記２又は３のような問い合わせに回答した結果、又は回答しなかったことが原因で、取引が不調になったか

どうかについて 

 

 

７． 上記２又は３のような問い合わせに回答した結果、又は回答しなかったことが原因で、取引価格に影響を及ぼ

したかどうかについて 

 

 

８． 上記２又は３の問い合わせに回答することが、「重要事項説明義務」、「その他重要な事項」での説明事項に該

当するかどうかについて 

 

 

47.6%

4.8%

47.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

偏見や差別につながると思う

特に、偏見や差別につながるとは思わない

偏見や差別かどうか一概にはいえない

72.6%

21.4%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不調になったことはない

話題になったことはあるが、取引に支障はなかった

不調になったことがある

0%

14.3%

46.4%

39.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

多いにある

多少ある

ない

わからない

1.2%

75.0%

23.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当すると思う

該当すると思わない

わからない

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

（ｎ=84）  

大いにある 


